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最新がんの統計最新がんの統計

2018年に新たに診断されたがんは
980,856例（男性558,874例、女性421,964例）

2019年にがんで死亡した人は
376,425人（男性220,339人、女性156,086人）

2009～2011年にがんと診断された人の
5年相対生存率は男女計で64.1 ％（男性62.0 ％、女性66.9 ％）

日本人が一生のうちにがんと診断される確率は（2018年データに基づく）
男性65.0%（2人に1人） 女性50.2%（2人に1人）

日本人ががんで死亡する確率は（2019年のデータに基づく）
男性26.7%（4人に1人） 女性17.8%（6人に1人）



岡山県のがんを取り巻く現状









がんと診断された時の働き方の変化
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東京都保健局「がん患者の就労等に関する
実態調査」2014



東京都保健局「がん患者の就労等に関する
実態調査」2014



東京都保健局「がん患者の就労等に関する
実態調査」2014





1. 「がん＝死」ではない！

2. がんは「長く付き合う慢性病」に変化しつつある

3. 新規がん罹患者の1/3は生産年齢（15-64歳）である

4. 生活の質を確保しながら付き合っていくことが大切

5. ライフスタイルの中で就労は非常に大きな問題

なぜ、がん経験者の就労支援を考えねばならないか？





がん患者・経験者の両立支援、就労支援に係る各種ツール
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○まずは、労働者から主治医に仕事の情報を提供する

※自らが疾病に罹患していることを
把握し、両立支援が必要と判断した
労働者は、就業上の措置などに
ついて、主治医に意見を求める必要
がある。

※主治医に意見をもらうためには、
参考情報として、仕事に関する情報
を主治医に渡す必要がある。

労働者 主治医
仕事の情報提供書
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○主治医から、就業上必要な措置等に関する意見をも
らう
※仕事に関する情報を踏まえた意見を主
治医にもらう必要がある。

※事業者側が就業上の措置について判断
を行いやすいよう、主治医からは、可
能な範囲で、なるべく詳しく就業上の
措置（避けるべき業務や時間外労働の
制限の要否等）や治療に対する配慮に
関する 意見をもらう必要がある。

（注）主治医と連携している医療ソーシャル
ワーカー、看護師等の支援を受けることも可能

主治医の意見書

主治医 労働者
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○事業者が、就業上の措置等を決定し、実施する

※具体的な措置や配慮の内容及び
スケジュール等についてまとめ
た計画（両立支援プラン）を
策定することが望ましい。

※治療の終了と同時にすぐに通常
勤務に復帰できるとは限らない
ことに留意が必要。

※治療の経過によっては、必要な
措置や配慮の内容、時期・期間
が変わることも考えられ、適時
労働者に状況を確認し、内容を
見直すことが必要。

※一時的に負荷がかかる同僚や
上司等への情報開示や支援も
必要。



医療機関側でやっていただきたいこと

 的確な診断、治療

 患者さんへのサポート

 医学情報の提示

 患者さんへの今後の治療予定提
示

事業所に提示する医療情報提供書の作成



事業所側でできること



事業所側で行っていただきたいこと

 両立支援プランの作成!!

良いプランを作成する
とが両立支援を成功さ
せる第1歩となる



本日の検討事例

名前：Aさん
年齢： 50 歳代 女性
疾患：大腸がん・骨転移
家族構成：両親と息子 1人（高校生）

夫とは離婚し連絡をとっていない

Aさんの両立支援がスムースに行われるように
勤務状況提供書
医療情報提供書

を作成し、その結果としてよい両立支援プランの検討をし
ていきたいと思います。またそれぞれのグループで違ったプラン
ができるのかよろしくお願いいたします。


